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進
捗
状
況
説
明

　諸学力調査の結果、特に課題の大きな東江小に学習指導支援者を2人配置し、羽地小、大宮小、久辺小に各１人、計5人を配置した。
基礎的・基本的な学習内容の定着・習熟を図るため、学級担任をサポートしながらTT（ティーム・ティーチング）指導や個別の学習支援を
行った。

実　績 ５校 ４校に５名配置

－ 580人

【参考指標】
　

学習指導支援者を市内公立小学校に配置

目　標 ５校 ５校
４校に５名

配置

目標値
（　年度）

支援児童数（小学校４校の３・４年生）

目　標 － － 580人

実　績

達
成
状
況
説
明

　全国学力・学習状況調査等で学力低下の傾向にある小学校算数（３・４学年）に対し学習指導支援者を配置した。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H25成果目標（指標）
基準値

（　年度）
24年度 25年度 26年度

目　標

実　績

目　標 小学校：５人 小学校：５人

実　績 小学校：５人 小学校：５人

予算の状況の説明
　学習指導支援者5人を4月から3月まで12か月間雇用し、各学校への配置を行い学習支援等を実施した。執行率につい
ても問題はない。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H25活動目標（指標）

達成状況

24年度 25年度 26年度 27年度

学習指導支援者配置数

執行率（％）(B/A) 93.7% 95.7%

次年度繰越額 0 0

うち交付金充当額 3,522 6,581

B．執行済額 4,403 8,227

A．計(b+d) 4,697 8,594

(d)繰越額 － －

(c)増減額(b-a) 0 0

(b)予算現額 4,697 8,594

(a)当初予算額 4,697 8,594

実施方法  　 ■直接実施　　　　　□委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」
ベース）

　24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

予
算
の
状
況

　教育委員会　学校教育課
事業実施

（予定）年度
平成24～33年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－３－（１）

事業内容
　児童生徒の学力向上のために、学習指導支援者を配置し、授業にあたる教師と連携を図りながら児童生徒の支援を行うことで教育環境の充
実を図る。

市町村名 名護市

平成２５年度沖縄振興特別推進交付金事業（市町村分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

１－① 　学習指導支援者配置事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－５－（３）－ア

確かな学力を身につける教育の
推進

担当部課名



○名護市学習指導支援者配置要項・要領に基づき、書類審
査・面接にて適正を判断し、人選を行っている。

○費目・使途については、事業目的達成の観点から必要な
ものなのかについて額の確定時において支出等に関する書
類により確認、適正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。

8,227 8,227 6,581 1,646

今後の取り組み方針

　学習指導支援者の配置校からは、個に応じた指導の充実等の成果が報告されており、未配置校からも学習指導支援者の配置を希望する声が多い。学力向上
を図る施策の一つとしてこれまで小学校への配置であったが、中学校における数学への学習支援を図るため、次年度は支援員の増員を実施する。また、各学校
の実態に即した効果的な配置についても検討を進める。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

　諸学力調査の結果から、沖縄県は全国でも最下位に位置し、その中でも名
護市は更に低い状況にある。名護市教育委員会及び名護市学力向上推進
委員会では平成24年度より5年後には県平均レベルまで向上させることを目
標に取り組んでいる。

　配置希望校の状況を十分に検証し、効果的な配置の検討や学習支援者の
増員を図り、配置校を増やしていく必要がある。

名護市
8,227千円

学習指導支援者①
1,645.4千円

学習指導支援者雇用
に係る共済費・賃金

共済費
1,072千円

学習指導支援者雇用
に係る共済費・賃金

賃金
7,155千円

学習指導支援者②
1,645.4千円

学習指導支援者雇用
に係る共済費・賃金

学習指導支援者③
1,645.4千円

学習指導支援者④
1,645.4千円

学習指導支援者雇用
に係る共済費・賃金

学習指導支援者⑤
1,645.4千円

学習指導支援者雇用
に係る共済費・賃金
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進
捗
状
況
説
明

　生徒指導支援者を配置することで、学校の教職員と市教育委員会（臨床心理士や教育相談員）との連絡体制が密になり、迅速に個別
の対応にあたることができた。
　不登校生徒に対し個別の指導や相談業務を実施し、自己存在感を育み、自立を促す支援活動を行った。

実　績 ４１人 ８５人

４人 １１人

【参考指標】
　

不登校児童生徒数

目　標 － － －

目標値
（　年度）

当該事業でサポートした児童生徒のうち、
学校復帰など改善がみられた人数

目　標 － ４人 ５人

実　績

達
成
状
況
説
明

　中心地市街地の大規模中学校とその近隣の中学校（名護中、大宮中、東江中、屋部中、羽地中）へ生徒指導支援者を配置
した。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H25成果目標（指標）
基準値

（　年度）
24年度 25年度 26年度

目　標

実　績

目　標 中学校：５人 中学校：５人

実　績 中学校：５人 中学校：５人

予算の状況の説明
　生徒指導支援者5人を4月から3月までの12か月間雇用し、各学校への配置を行い指導・相談等を実施した。執行率に
ついても問題はない。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H25活動目標（指標）

達成状況

24年度 25年度 26年度 27年度

生徒指導支援者配置数

執行率（％）(B/A) 94.9% 99.3%

次年度繰越額 0 0

うち交付金充当額 3,572 6,825

B．執行済額 4,465 8,531

A．計(b+d) 4,704 8,594

(d)繰越額 － －

(c)増減額(b-a) 0 0

(b)予算現額 4,704 8,594

(a)当初予算額 4,704 8,594

実施方法  　 ■直接実施　　　　　□委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」
ベース）

　24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

予
算
の
状
況

　教育委員会　学校教育課
事業実施

（予定）年度
平成24～33年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－３－（１）

事業内容
　個別の指導や相談を必要とする不登校児童生徒に対応するため、教職員を補佐し、継続的な支援活動や様々な体験活動を通した個別指導を
行う生徒指導支援者を小・中学校へ配置し、児童生徒の自己存在感を育み、自立するための支援体制を構築することで教育環境を充実させ、
基礎学力等の向上を図る。

市町村名 名護市

平成２５年度沖縄振興特別推進交付金事業（市町村分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

１－② 　生徒指導支援者配置事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－５－（３）－イ

豊かな心とたくましい体を育む教
育の推進

担当部課名



○名護市生徒指導支援者配置要綱・要領に基づき、書類審
査・面接にて適正を判断し、人選を行っている。

○費目・使途については事業目的達成の観点から必要なも
のなのかについて額の確定時において支出等に関する書類
により確認、適正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。

8,531 8,531 6,825 1,706 0

今後の取り組み方針

　　生徒指導に関する課題の大きな学校の状況を十分に把握したうえで、生徒指導支援者の増員及び各学校の実態に即した効果的な配置や、小学校への対応
について検討を行う必要がある。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

　ニートや引きこもりの問題が大きくなる中、小・中学校における不登校児童
生徒の対応は益々重要となっている。
　本事業においては、中学生の不登校及び問題行動等に対応するため、生
徒指導支援者を比較的規模の大きな中学校5校に配置したが、小学校への
対応も検討を要する状況となってきている。

　生徒指導に関する課題の大きな学校の状況を十分に把握し、増員を含め
効果的な配置を行い、配置校の対象を小学校にも拡充する必要がある。

名護市
8,531千円

生徒指導支援者①
1,706.2千円

生徒指導支援者雇用
に係る共済費・賃金

共済費
1,106千円

生徒指導支援者雇用
に係る共済費・賃金

賃金
7,425千円

生徒指導支援者②
1,706.2千円

生徒指導支援者雇用
に係る共済費・賃金

生徒指導支援③
1,706.2千円

生徒指導支援④
1,706.2千円

生徒指導支援者雇用
に係る共済費・賃金

生徒指導支援⑤
1,706.2千円

生徒指導支援者雇用
に係る共済費・賃金
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進
捗
状
況
説
明

　英語教育の充実を図るため、小中学校へ英語支援員８人を配置し、教職員の補佐等を行った。特に小学校においては、英語活動の指
導経験が少ない中で、児童生徒の興味関心を高めるとともに、異文化に接する機会を提供できた。

実　績

－
小学校：1,441人
中学校：2,211人

【参考指標】
目　標

目標値
（　年度）

支援児童数（小学校）
支援生徒数（中学校）

目　標 － －
小学校：1,439人
中学校：2202人

実　績

達
成
状
況
説
明

　英語教育の充実を図るため、小・中学校に英語支援員（８名）を配置した。英語支援員は、小学校での英語活動や中学校で
の英語の授業において教師を補佐するとともに、教材作成や個々の児童生徒に対する指導補助を行った。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H25成果目標（指標）
基準値

（　年度）
24年度 25年度 26年度

目　標

実　績

目　標
小学校3人、
中学校3人、
小中兼務2人

８人

実　績
小学校3人、
中学校3人、
小中兼務2人

８人

予算の状況の説明
　小中学校英語支援員8人を4月から3月までの12か月間雇用し、各学校への配置を行い学習支援を実施した。執行率
についても問題はない。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H25活動目標（指標）

達成状況

24年度 25年度 26年度 27年度

英語支援員の配置数

執行率（％）(B/A) 91.7% 96.7%

次年度繰越額 0 0

うち交付金充当額 8,791 18,065

B．執行済額 10,989 22,581

A．計(b+d) 11,987 23,359

(d)繰越額 － －

(c)増減額(b-a) 0 0

(b)予算現額 11,987 23,359

(a)当初予算額 11,987 23,359

実施方法  　 ■直接実施　　　　　□委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」
ベース）

　24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

予
算
の
状
況

　教育委員会　学校教育課
事業実施

（予定）年度
平成24～33年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－３－（１）

事業内容
　小・中学校の英語を中心とした外国語活動の授業における指導補助、教材作成や英語スピーチコンテスト等の指導補助として、各小・中学校
に小中学校英語支援員を配置することで教育環境の充実を図り、児童生徒の国際理解やコミュニケーション能力、基礎学力等の向上に繋げる。

市町村名 名護市

平成２５年度沖縄振興特別推進交付金事業（市町村分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

１－③ 　小中学校英語支援員配置事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－５－（４）－ア

国際社会、情報社会に対応した
教育の推進

担当部課名



○書類審査・面接にて適正を判断し、人選を行っている。
○事業費及びその規模については、英語支援員の人件費に
係るものであり適正な規模である。
○費目・使途については事業目的達成の観点から必要なも
のなのかについて額の確定時において支出等に関する書類
により確認、適正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。

22,581 22,581 18,065 4,516 0

今後の取り組み方針

　担当指導主事の下、月一回の研修会を実施し、英語支援員と情報交換を行うことで日々の授業改善に役立たせる。また、配置学校における授業参観を行い小
学校教師の支援を実施する。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

　小学校教師においては、英語教育や外国語教授法など専門的な教育を受
けた教師がいないため、英語支援員とのコミュニケーションを十分に図れな
い状況がある。

　小学校教師の指導力向上や英語支援員とのコミュニケーション向上を図る
ため、小・中の英語担当教師を対象とする研修会が必要である。

名護市
22,581千円

小中学校英語支援員①
2,822.6千円

小中学校英語支援員雇用に
係る共済費・賃金

共済費
2,872千円

小中学校英語支援員雇用に係
る共済費・賃金

賃金
19,709千円

小中学校英語支援員②
2,822.6千円

小中学校英語支援員雇用に係
る共済費・賃金

小中学校英語支援員③
2,822.6千円

小中学校英語支援員④
2,822.6千円

小中学校英語支援員雇用に
係る共済費・賃金

小中学校英語支援員⑤
2,822.6千円

小中学校英語支援員雇用に係
る共済費・賃金

小中学校英語支援員⑥
2,822.6千円

小中学校英語支援員雇用に係
る共済費・賃金

小中学校英語支援員⑦
2,822.6千円

小中学校英語支援員雇用に
係る共済費・賃金

小中学校英語支援員⑧
2,822.6千円

小中学校英語支援員雇用に係
る共済費・賃金



( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

進
捗
状
況
説
明

　平成24年度より本交付金を活用したことにより、派遣者数を平成23年度の6人から12人へと倍増させることができた。また、名護市と姉
妹都市を締結するハワイ州ハワイ郡ヒロを派遣先としたことにより、現地県人会と連携した独自のプログラムを実施するとともに、初年度
（平成24年度）の課題・反省点の改善を図るなどプログラムの充実に努めている。
　また、平成25年度より事務局担当職員に英語を専門とする指導主事が配置されたことにより、事前調整や現地での調整等において昨
年度の大きな課題が改善された。

実　績

１２人 １２人

【参考指標】
目　標

目標値
（　年度）

海外短期留学派遣生徒数

目　標 ６人 １２人 １２人

実　績

達
成
状
況
説
明

　事業計画に基づき、派遣者の募集を行った結果、　市内公立中学校より31人が選考試験に臨み、その結果12人の派遣者
を決定した。
　派遣先では、語学研修やホームステイ、現地の学校への訪問など様々な体験活動を通した異文化交流を行うとともに、沖
縄県系人の移民の歴史に触れるなど豊かな国際感覚を育成するためのプログラムを実施した。
　なお、派遣候補者の募集（推薦）については、各校5人枠となっているため最大40人の募集を見込んでいたが、学校によっ
ては候補者の推薦を5人挙げることができない学校があり、本事業への取組に温度差が見られると推察されることから、更な
る周知を図っていきたい。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H25成果目標（指標）
基準値

（　年度）
24年度 25年度 26年度

派遣生徒選考人数

目　標 １２人 １２人

実　績 １２人 １２人

目　標 － ８校×５人＝４０人

実　績 ２２人 ３１人

予算の状況の説明
　市内公立中学校に派遣者の募集を行い、派遣者12人を決定した。派遣に係る旅費及び現地プログラムの委託等、指
名競争入札を行い適切な予算執行を行った。不要額が1,070千円発生しているが、委託料の入札残による減である。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H25活動目標（指標）

達成状況

24年度 25年度 26年度 27年度

応募人数

執行率（％）(B/A) 99.9% 85.7%

次年度繰越額 0 0

うち交付金充当額 7,110 6,069

B．執行済額 9,988 8,786

A．計(b+d) 10,003 10,250

(d)繰越額 － －

(c)増減額(b-a) 0 0

(b)予算現額 10,003 10,250

(a)当初予算額 10,003 10,250

実施方法  　 ■直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」
ベース）

　24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

予
算
の
状
況

　教育委員会　学校教育課
事業実施

（予定）年度
平成24～33年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－３－（１）

事業内容
　小さな世界都市をめざす本市の中学生を英語圏に短期間派遣し、英語を学ぶことへの関心・意欲を高め、視野を広げるとともに国際感覚豊か
な人材育成を目指す。

市町村名 名護市

平成２５年度沖縄振興特別推進交付金事業（市町村分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

１－④ 　中学生海外短期留学派遣事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－５－（４）－ア

国際社会、情報社会に対応した
教育の推進

担当部課名



○市内の業者において、本事業の規模及び過去の実績等を
勘案し指名競争入札により業者を選定した。
○受益者については、徴収条例及び施行規則をさだめ、保
護者の負担軽減を図っている。負担額についての不満はな
いことから妥当であると考える。
○費目・使途については事業目的達成の観点から必要なも
のなのかについて額の確定時において支出等に関する書類
により確認、適正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

○ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。

8,786 7,586 6,069 1,517 1,200

今後の取り組み方針

　平成26年度以降においても、これまでと同規模の留学生を派遣する予定である。
　平成24・25年度の課題を踏まえ、より充実したプログラムが実施できるよう派遣先の県人会（フイ オキナワ）や行政機関（教育委員会や公立学校等）等と連携を
深めたい。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

　外国（ハワイ）への派遣であるため、言語の違いや為替レートの変動等も
考慮し、派遣先と事務局との十分な事前調整、担当者間の綿密なコミュニ
ケーションが必要である。
　生徒の夏季休業中に合わせて、オンシーズン（繁忙期）に派遣を行うため、
航空券の確保等に早めに取り組む必要がある。

　早期に委託業者を決定するなど計画的な事業運営が必要である。また、十
分な事前調整を行うために、派遣先において日本語の堪能な人材を有する
企業を把握する必要がある。

名護市

7,586千円

旅費
（引率者：3人分）

1,166千円

委託料
（留学生：12人分）

6,196千円

沖縄ﾂｰﾘｽﾄ
名護支店
930千円

沖縄ﾂｰﾘｽﾄ
名護支店
6,196千円

使用料
23千円

平成25年度名護市中学生
海外短期留学派遣事業委託業務

交通費・日当
236千円

航空賃

参加者負担分負担分
（交付対象外経費）

100千円×12人＝1,200千
円

GSM Rentafone Pty 
Ltd 日本支店

23千円

携帯電話使用料 2台
（引率者2名の現地での通信手段）

事務費
201千円

需用費、役務費



( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

進
捗
状
況
説
明

　平成25年度における適応指導教室（あけみお学級)への入級児童生徒数は、小学生（男子3人）、中学生（男子2人、女子10人）の計15
人であった。 ひきこもりや不登校であった児童生徒が、同教室に通学することで、所属学校へのチャレンジ登校が行えるようになったり、
家族や他者とコミュニケーションを図れるようになるなど成長がみられた。
　また、同教室に通級する中学生３人のうち、、２人が高校へ進学し、１名が就職を果した。

実　績 １１人 １５人

６人 １２人

【参考指標】
　
あけみお学級への通級児童生徒数

目　標 － － －

目標値
（　年度）

当該事業でサポートした児童生徒のうち、
学校生活への適応や学校復帰等の面で改
善がみられた人数

目　標 ６人 ６人

実　績

達
成
状
況
説
明

　不登校児童生徒の学校復帰を支援するため、適応指導教室（あけみお学級)へ指導支援員を５人配置した。支援員は、児
童生徒が社会性を身につけ、学校生活へ適応できるよう体験活動や学習指導、教育相談等の支援を行った。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H25成果目標（指標）
基準値

（　年度）
24年度 25年度 26年度

目　標

実　績

目　標 ５人 ５人

実　績 ５人 ５人

予算の状況の説明
　適応指導教室支援員5人を4月から3月までの12か月間雇用し、児童生徒が学校生活に適応できるよう支援を行った。
執行率についても問題はない。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H25活動目標（指標）

達成状況

24年度 25年度 26年度 27年度

適応指導教室支援員配置数

執行率（％）(B/A) 98.5% 98.4%

次年度繰越額 0 0

うち交付金充当額 3,707 7,191

B．執行済額 4,634 8,989

A．計(b+d) 4,704 9,131

(d)繰越額 － －

(c)増減額(b-a) 0 0

(b)予算現額 4,704 9,131

(a)当初予算額 4,704 9,131

実施方法  　 ■直接実施　　　　　□委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」
ベース）

　24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

予
算
の
状
況

　教育委員会　学校教育課
事業実施

（予定）年度
平成24～33年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－３－（１）

事業内容
　適応指導教室に支援員を配置し、不登校児童生徒の個々の状況に応じた体験活動や学習指導、教育相談等の支援活動を行うとともに、人間
関係の改善と児童生徒の自立心を高め、社会性を身につけさせることで、学校生活への適応を図り、学校復帰を支援する。

市町村名 名護市

平成２５年度沖縄振興特別推進交付金事業（市町村分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

１－⑤ 　適応指導教室支援員配置事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－５－（３）－イ

豊かな心とたくましい体を育む教
育の推進

担当部課名



○書類審査・面接にて適正を判断し、人選を行っている。
○事業費及びその規模については、適応指導教室の運営に
適正な規模である。

○費目・使途については事業目的達成の観点から必要なも
のなのかについて額の確定時において支出等に関する書類
により確認、適正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。

8,989 8,989 7,191 1,798 0

今後の取り組み方針

　平成26年度以降も、適応指導教室に5人の指導支援員を配置し、引き続き、不登校児童生徒への支援を行う。また、指導支援員を対象にした人材育成にも取り
組み、より質の高い支援を目指す。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

　適応指導教室の運営及び不登校児童生徒への適切な支援が実施できた。
継続して、より効果的な支援を行うため、支援員の質の向上が求められてい
る。

　より効果的な支援を行うため、優秀な人材の確保、研修など支援員の人材
育成等を実施する必要がある。

名護市
8,989千円

共済費
1,086千円

適応指導支援者雇用
に係る共済費・賃金

賃金
7,903千円

適応指導教室
指導支援員②
1,797.8千円

適応指導教室
指導支援員①
1,797.8千円

適応指導教室
指導支援員③
1,797.8千円

適応指導教室
指導支援員④
1,797.8千円

適応指導教室
指導支援員⑤
1,797.8千円

適応指導支援者雇用
に係る共済費・賃金

適応指導支援者雇用
に係る共済費・賃金

適応指導支援者雇用
に係る共済費・賃金

適応指導支援者雇用
に係る共済費・賃金



( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

進
捗
状
況
説
明

　県外の運動競技大会や文化関係大会への派遣費用補助を実施し、文化・スポーツ活動を通した児童生徒の心と体の健やかな育成が
促進された。前年度実績と比べ、全国大会派遣の件数は２倍近くの増となっている。目標を80人としたが、各種大会で実績を残せず目標
値を下回る結果となった。

実　績

39人 74人

【参考指標】
目　標

目標値
（　年度）

大会等派遣生徒数　H25年度

目　標 159人 80人 80人

実　績

達
成
状
況
説
明

　運動競技会23件（67人）、文化関係大会２件（7人）、計25件（74人）の派遣費用の補助を実施した。
　目標を80人としたが、各種大会で実績を残せず目標値を下回る結果となった。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H25成果目標（指標）
基準値

（23年度）
24年度 25年度 26年度

目　標

実　績

目　標 80人 80人

実　績 39人 74人

予算の状況の説明
　児童生徒等が県外で開催される運動競技会または文化関係大会に参加する際の派遣費用の補助金申請に対して適
正に審査し補助金の金額を確定しており、執行率についても問題はない。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H25活動目標（指標）

達成状況

24年度 25年度 26年度 27年度

大会等生徒派遣数

執行率（％）(B/A) 15.8% 92.8%

次年度繰越額 0 0

うち交付金充当額 290 1,126

B．執行済額 362 1,408

A．計(b+d) 2,290 1,518

(d)繰越額 －

(c)増減額(b-a) 0 0

(b)予算現額 2,290 1,518

(a)当初予算額 2,290 1,518

実施方法  　 □直接実施　　　　　□委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」
ベース）

　24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

予
算
の
状
況

　教育委員会　総務課
事業実施

（予定）年度
平成24～33年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－３－（１）

事業内容
　小・中学校の児童生徒等や県立高等学校及び高等専門学校の生徒が、県外で開催される運動競技会又は文化関係大会に参加する際の派遣
費用を補助する。

市町村名 名護市

平成２５年度沖縄振興特別推進交付金事業（市町村分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

１－⑥ 　名護市児童生徒等の県外派遣等に関する補助金交付事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－５－（４）－イ

能力を引き出し、感性を磨く人づ
くりの推進

担当部課名



○名護市児童生徒等の県外派遣等に関する補助金交付要綱に基
づく補助金申請に対して、書類審査を行っており、支出先の選定方
法は妥当である。
○名護市児童生徒等の県外派遣等に関する補助金交付要綱に基
づき、全国大会への派遣に係る航空運賃に対して1/2の補助を実
施しており、受益者との負担関係は妥当である。
○費目・使途については補助金の金額確定時において支出等に関
する書類の審査により確認を行っており、適正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

○ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。

1,408 1,408 1,126 282

今後の取り組み方針

　今年度目標値には届かなかったが、今後とも学校を通じた部活動の振興を図るとともに、地域のスポーツクラブや各文化活動団体とも連携を密にし、各種大会
の派遣等支援を行い、文化・スポーツ活動を通した児童生徒の心と体の健やかな育成を促進する。
　大会等派遣生徒数（累計）　Ｈ33年度：800人

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

　派遣人数については、空手やラグビーなどの派遣を勘案し８０人を見込ん
でいた。　しかしながら、平成24年度はラグビー等の団体スポーツにおいて、
派遣対象となる件数が少なかったこともあり、派遣者数は活動目標・成果目
標を下回る結果となった。
　平成25年度においては、同様に80人の派遣を活動目標・成果目標として掲
げ、平成25年度全国高等学校定時制通信制体育大会　第40回バレーボー
ル大会や第93回全国高等学校ラグビーフットボール大会などの団体競技の
県外派遣があったことから、９割程度を達成することができた。

　文化・スポーツ活動を通した児童生徒の心と体の健やかな育成の促進を目
的に県外の運動競技大会や文化関係大会への派遣費について支援を行っ
ている。
　多くの児童生徒が同制度を活用し、県外大会に出場できるよう、部活動の
振興を学校を通じて行っていくとともに、地域のスポーツクラブや各文化活動
団体とも連携を密にしていく必要がある。

児童生徒等の県外派遣に関す
る補助金（航空賃）

瀬喜田小学校
26千円

名護市
1,408千円

児童生徒等の県外派遣に関す
る補助金（航空賃）

安和小学校
22千円

児童生徒等の県外派遣に関す大北小学校
34千円

児童生徒等の県外派遣に関す
る補助金（航空賃）

久志小学校
67千円

児童生徒等の県外派遣に関す
る補助金（航空賃）

久辺小学校
14千円

児童生徒等の県外派遣に関す
る補助金（航空賃）

東江小学校
17千円

児童生徒等の県外派遣に関す
る補助金（航空賃）

大宮小学校
32千円

大宮中学校
73千円

児童生徒等の県外派遣に関す
る補助金（航空賃）

補助金
1,408千円

久辺中学校
40千円

児童生徒等の県外派遣に関す
る補助金（航空賃）

名護中学校
21千円

児童生徒等の県外派遣に関す
る補助金（航空賃）

東江中学校
12千円

児童生徒等の県外派遣に関す
る補助金（航空賃）

沖縄工業高等専
門学校
339千円

児童生徒等の県外派遣に関す
る補助金（航空賃）

名護高等学校
316千円

児童生徒等の県外派遣に関す
る補助金（航空賃）

北部農林高等学校

395千円

児童生徒等の県外派遣に関す
る補助金（航空賃）



( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

進
捗
状
況
説
明

　平成25年度の見学者数が前年度を下回った主な理由としては、昨年のチーム成績がリーグ最下位となったことや大型ルーキーを獲得
できなかったなど一時的にチーム人気が下がったことが考えられる。

実　績 － 19,095人

17,799人 17,125人

【参考指標】

名護スペシャルデー観客数
目　標 － － 20,000人

目標値
（　年度）

プロ野球キャンプ見学者数

目　標 17,804人 20,000人 20,000人

実　績

達
成
状
況
説
明

　キャンプ期間中における駐車場の確保、球場までのシャトルバスの運行、球場周辺等の警備員・誘導員の配置により、見
学者並びに車両を無事故で安全スムーズに誘導することができた。
　札幌ドームにて「名護デー」イベントを開催し、キャンプ見学者の誘客を図った。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H25成果目標（指標）
基準値

（　年度）
24年度 25年度 26年度

目　標

実　績

目　標
見学者等の誘
導・安全確保

見学者等の誘
導・安全確保及
び見学者の誘致

実　績
見学者等の誘導・安

全確保

見学者等の誘導・
安全確保及び見学

者の誘致

予算の状況の説明
　当初計画していた見学者の駐車場の確保、球場までのシャトルバスの運行、球場周辺等の警備員・誘導員の配置及
び札幌ドームでのイベントは全て実施し、執行率についても問題はない。
　不要額が1,257千円発生しているが、委託費の入札残による減である。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H25活動目標（指標）

達成状況

24年度 25年度 26年度 27年度

プロ野球キャンプ見学者等の誘導・安全確
保及び見学者の誘致。

執行率（％）(B/A) 93.8% 91.3%

次年度繰越額 0 0

うち交付金充当額 4,925 10,604

B．執行済額 6,156 13,255

A．計(b+d) 6,560 14,512

(d)繰越額 －

(c)増減額(b-a) 0 0

(b)予算現額 6,560 14,512

(a)当初予算額 6,560 14,512

実施方法  　 ■直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」
ベース）

　24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

予
算
の
状
況

　産業部　商工観光課
事業実施

（予定）年度
平成24～33年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－１－（１）

事業内容
　北海道日本ハムファイターズのキャンプ期間中における、駐車場の確保、球場までのシャトルバスの運行、球場周辺等に警備員・誘導員を配
置し、見学者並びに車両を安全スムーズに誘導する。また、札幌ドームにて「名護デー」イベントを開催し、キャンプ見学客の誘致を図る。

市町村名 名護市

平成２５年度沖縄振興特別推進交付金事業（市町村分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

3－① 　ファイターズ・キャンプ支援事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第５章－３－（１）－イ

圏域の特色を生かした産業の振
興

担当部課名



○委託事業者は入札方式に選定しており、妥当であったと
考えている。
○業務委託報告書等を確認し、適正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。

13,255 13,255 10,604 2,651

今後の取り組み方針

　プロ野球キャンプを活用した観光振興を図るため、球団の本拠地である北海道からの誘客事業として「名護スペシャルデー」開催を平成25年度事業として始め
て実施したが、今後は球団、旅行社、航空会社、名護市内の観光関連業者と連携した誘客プロモーションを展開していきたい。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

　プロ野球キャンプの見学者数値についてはスター選手の参加やチーム人
気度に大きく左右されるため、事前の予測が困難である。
　また、25年度のキャンプ期間中は例年より雨が多く、練習試合が中止にな
るなど天気による集客への影響があった。

　見学者数の事前予測は困難であるが、臨時駐車場からのシャトルバス運
行、交通誘導員など受入体制には万全を期したい。
　また、球団の本拠地である北海道からの誘客事業を引き続き実施し、本市
のＰＲを図る。

名護市
13,255千円

株式会社沖成ガード
981千円

株式会社北部観光バス

1,890千円

委託料
8,458千円

シャトルバス運行業務

交通誘導員
にかかる委託業務

駐車場整理員
路上駐車対策員

にかかる委託業務

使用料
2,017千円

名護市シルバー人材センター
2,221千円

若草印刷株式会社

703千円

札幌ドーム開催「名護スペ
シャルデー」でのＰＲクーポ

ン冊子印刷製本
需用費

1,186千円

砂辺松福テント株式会社

127千円
シャトルバス乗降場テント

の使用料

株式会社北海道

日本ハムファイターズ

札幌ドーム名護スペシャル
デー開催・運営業務

株式会社沖縄県物産公社
105千円

札幌ドーム名護スペシャル
デー

株式会社沖産業
名護支店
483千円

名護観光パンフレット増刷業

事務費
1,594千円

旅費、報償費、役務費



( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

進
捗
状
況
説
明

　名護城跡地周辺のさくらの開花促進のため、土壌改良工事（３６０本）を実施し、さくらであふれる景観づくりや観光資源としての活用を
図っていく。

実　績

健康度調査
桜402本

土壌改良工事
１式

【参考指標】
目　標

目標値
（　年度）

名護城跡地周辺の桜400本の開花促進の
ため、桜の健康度調査に基づく土壌改良の
実施

目　標 －
健康度
調査

桜400本

土壌改良
工事１式

実　績

達
成
状
況
説
明

　当初の目標どおり、名護城跡地周辺のさくらの土壌改良工事を行った。
　土壌改良工３６０本の内訳（　土壌改良工　３５２本　新植　８本　）

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H25成果目標（指標）
基準値

（　年度）
24年度 25年度 26年度

目　標

実　績

目　標
健康度調査

桜400本
土壌改良工事

１件

実　績
健康度調査

桜402本
土壌改良工事１件

予算の状況の説明
　当初計画のとおり、健康度調査に基づく土壌改良工事を実施した。その結果、活動目標、成果目標の達成状況を鑑み
て適正であったと考えている。
　不要額が111千円発生しているが工事費の入札残による減である。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H25活動目標（指標）

達成状況

24年度 25年度 26年度 27年度

名護城跡地周辺の桜400本の開花促進の
ため、さくらの健康度調査に基づく土壌改
良の実施

執行率（％）(B/A) 10.6% 99.3% 97.5%

次年度繰越額 25,592 0 0

うち交付金充当額 2,436 20,325 3,511

B．執行済額 3,045 25,407 4,389

A．計(b+d) 28,637 25,592 4,500

(d)繰越額 － 25,592 －

(c)増減額(b-a) 0 － ▲ 3,127

(b)予算現額 28,637 － 4,500

(a)当初予算額 28,637 － 7,627

実施方法  　 □直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」
ベース）

　24年度 24年度(繰越) 25年度 26年度 27年度

予
算
の
状
況

　産業部　農林水産課
事業実施

（予定）年度
平成24～25年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－１－（１）

事業内容
　名護さくら祭り会場となる名護城（ナングスク）及びその近隣の緑道並びに観光資源となっている勝山（安和岳、嘉津宇岳、八重岳）へのアクセ
ス道路にさくらを植樹し、さくらであふれる景観づくりを行い観光資源として活用する。

市町村名 名護市

平成２５年度沖縄振興特別推進交付金事業（市町村分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

3－③ 　名護さくらのまち推進事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第５章－３－（１）－イ

圏域の特色を生かした産業の振
興

担当部課名



○工事請負事業者は指名競争入札により決定しており、妥
当だと考えている。
〇費目・使途については事業目的達成の観点から必要なも
のなのか等について額の確定時において支出等に関する書
類により確認、適正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。

4,389 4,389 3,511 878

今後の取り組み方針

　名護城公園内は土壌改良工事を実施後、施肥等の維持管理を行っていくが、その他の地域においては、名護市が管理している苗畑でさくらの苗を育て、地域
住民に無料配布を行い、さくらの普及活動を実施し、桜であふれる景観づくりを進めていく。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

　土壌改良工事を行い開花促進を行ったが、今後は施肥等の維持管理が必
要である。

　名護城公園内の維持管理として、名護さくらの会によるボランティア活動に
より、年に２回さくらの木に施肥、ひこばえ等を実施する。

名護市
4,389千円

工事請負費
4,389千円

（有）名護緑化センター
4,389千円

名護城カンヒザクラ土壌改良工事



( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

進
捗
状
況
説
明

　本事業により、名護漁港の用地の有効活用に向けた取組として、漁港への誘客を図るためのものとして物産センターの整備計画を策
定した。

実　績

基本計画策定

【参考指標】
目　標

目標値
（　年度）

（仮称）やんばる広域物産交流センター等
整備基本計画策定（物産センター必要機能
の設定）

目　標 基本計画策定

実　績

達
成
状
況
説
明

　名護漁港は、用地の十分な利活用がなされていない一方で、多くの観光客が通過する交通の要所に位置する潜在的な高
いポテンシャルを持った場でもあることから、名護漁港用地の有効利用を図り、地域の活性化に資することを目的として物産
センターの整備計画を策定した。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H25成果目標（指標）
基準値

（　年度）
24年度 25年度 26年度

目　標

実　績

目　標 － 基本計画策定

実　績 基本計画策定

予算の状況の説明
　予算については、基本計画策定に係る委託料を問題なく執行することができた他、活動目標、成果目標の達成状況を
鑑みて適正であったと考えている。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H25活動目標（指標）

達成状況

24年度 25年度 26年度 27年度

（仮称）やんばる広域物産交流センター等
整備基本計画策定（物産センター必要機能
の設定）

執行率（％）(B/A) － 100.0%

次年度繰越額 － 0

うち交付金充当額 － 8,677

B．執行済額 － 10,846

A．計(b+d) － 10,847

(d)繰越額 － 0

(c)増減額(b-a) － ▲ 3,843

(b)予算現額 － 10,847

(a)当初予算額 － 14,690

実施方法  　 □直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」
ベース）

　24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

予
算
の
状
況

　企画部　企画調整課
事業実施

（予定）年度
平成25年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－１－（１）

事業内容
　平成21年度に整備された「名護漁港水産物直販所」と連携し、名護漁港を利活用した北部の農産物や特産品の販売による観光振興を目的とし
た「やんばる広域物産交流センター」整備を検討するための基本計画を策定する。

市町村名 名護市

平成２５年度沖縄振興特別推進交付金事業（市町村分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

3－④ 　（仮称）やんばる広域物産交流センター等整備基本計画策定事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－（２）－ウ

観光客の受入体制の整備

担当部課名



○委託事業者は公募型プロポーザルにより適正に評価して
選定したため妥当である。
○目的を達成するための必要な委託料であり使途について
は妥当である。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。

10,846 10,846 8,677 2,169 0

今後の取り組み方針

　基本計画に基づいた施設整備の具体化に向けて、漁港施設を管轄する県や国との協議を進めると共に、施設完成後の管理形態についての検討の他、施設整
備に必要な予算措置の検討も進めて行く。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

　計画の策定に当たり、関係者や学識経験者により構成する協議会や作業
部会を開催して多くの方々の意見を聞きながら計画を策定した。今後につい
ても、施設整備の具体化に向けた関係機関との協議や、施設運営の形態も
合わせて検討していきたい。

　基本計画策定については、特に問題なく事業が完了した。今後の計画の具
体化に向けても関係機関との協議を重ね取り組んでいく。

名護市

10,846千円

委託料

10,846千円

(株)まちづくり連合・昭和

(株)沖縄支社ＪＶ

10,846千円

基本計画策定委託業務



( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

進
捗
状
況
説
明

　当初物産展の開催３回を予定していたが、会場の確保が困難であったため、１回の開催となってしまい、来場者数、売上が目標にとど
かなかった。

実　績

－
1,400人

1,152千円

【参考指標】
目　標

目標値
（　年度）

物産展の来場者数：2,550人
物産展の売上高　 ：2,550千円

目　標 － －
2,550人

2,550千円

実　績

達
成
状
況
説
明

　当初物産展の開催３回を予定していたが、会場の確保が困難であったため、１回の開催となってしまった。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H25成果目標（指標）
基準値

（　年度）
24年度 25年度 26年度

目　標

実　績

目　標 － ３回

実　績 １回

予算の状況の説明
　当初1～3月にかけて物産展の開催を３回予定していたが、流通市場側において外部環境(消費増税対策キャンペーン
等)の変化で物産展開催売場スペースの確保が困難になり、１回のみの開催となってしまったため、執行率が低下した。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H25活動目標（指標）

達成状況

24年度 25年度 26年度 27年度

物産展の開催：３回

執行率（％）(B/A) － 52.6%

次年度繰越額 － 0

うち交付金充当額 － 4,208

B．執行済額 － 5,260

A．計(b+d) － 10,000

(d)繰越額 －

(c)増減額(b-a) － 0

(b)予算現額 － 10,000

(a)当初予算額 － 10,000

実施方法  　 □直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」
ベース）

　24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

予
算
の
状
況

　産業部　商工観光課
事業実施

（予定）年度
平成25～27年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－１－（１）

事業内容 　特産品の販路拡大のため、商品改良(品質表示、加工技術等)、商談会、展示会、販路開拓を実施し、地場産業の育成と活性化を図っていく。

市町村名 名護市

平成２５年度沖縄振興特別推進交付金事業（市町村分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

3－⑥ 　名護市特産品販路拡大支援事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－（９）－イ

県産品の販路拡大と地域ブラン
ドの形成

担当部課名



○委託先については公募型プロポーザル方式により企業組
織、実績、知識等を勘案した上で選定しており、妥当であっ
たと考えている。
○委託金額は確定時において支出等に関する書類等を確
認し適正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。

5,260 5,260 4,208 1,052

今後の取り組み方針

　計画どおり事業が執行できるよう事業の早期着手を図り、物産展開催については予備日程を設定することで、外部環境変化に対応できるように努める。また、
継続して商品改良(品質表示、加工技術等)、商談会、展示会、物産展(販路開拓)を実施し、製造業(地場産業)の着実な育成と活性化を図っていく。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

　物産展の開催３回を予定していたが、流通市場側において外部環境(消費
増税対策キャンペーン等)の変化で売場の確保が困難な部分があった。

　外部環境の変化で事業実施に影響がでないよう、次年度の事業に関して
は物産展の開催日を場所早い時期からスケジューリングし、予備の開催日
程を準備するなど対策を検討する。

名護市
5,260千円

委託費
5,260千円

(株)沖縄物産企業連合

5,260千円
特産品販路拡大支援業務



( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

進
捗
状
況
説
明

　当初の目標どおり、観光宣伝ツールが作成できた。今後は広告宣伝・セールス活動に活用し観光客の誘客拡大を図っていく。
成果物パンフレットデータ公開（名護市ホームページ）：
http://www.city.nago.okinawa.jp/9/8380.html

実　績

－
①　2,000部
②　24,000部
③　400枚

【参考指標】
目　標

目標値
（　年度）

観光宣伝物の作成（秋、冬版）
①ポスター　500部
②パンフレット　6,000部
③映像（ＤＶＤ）　100枚

目　標 － －
①　500部

②　6,000部
③　100枚

実　績

達
成
状
況
説
明

　当初の計画どおり、ポスター、リーフレット、ＤＶＤを作成できた。
　公募型プロポーザル方式で請負業者を選定した結果、当初の目標数値よりも多く成果物を作成擦ることができた。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H25成果目標（指標）
基準値

（　年度）
24年度 25年度 26年度

目　標

実　績

目　標 －
①　500部

②　6,000部
③　100枚

実　績 －
①　2,000部
②　24,000部
③　400枚

予算の状況の説明
　当初計画していた観光宣伝ツール作成としてポスター、リーフレット、ＤＶＤの製作は全て実施し、執行率についても問
題はない。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H25活動目標（指標）

達成状況

24年度 25年度 26年度 27年度

観光宣伝物の作成（秋、冬版）
①ポスター　500部
②パンフレット　6,000部
③映像（ＤＶＤ）　100枚

執行率（％）(B/A) － 99.5%

次年度繰越額 － 0

うち交付金充当額 － 12,960

B．執行済額 － 16,200

A．計(b+d) － 16,277

(d)繰越額 － 0

(c)増減額(b-a) － 0

(b)予算現額 － 16,277

(a)当初予算額 － 16,277

実施方法  　 □直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」
ベース）

　24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

予
算
の
状
況

　産業部　商工観光課
事業実施

（予定）年度
平成25～27年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－１－（１）

事業内容
　観光地としてのコンセプトを明確に打ち出した観光宣伝ツールの作成、広告宣伝（マスメディア、イベント等）、セールス誘致活動を行い観光情
報発信力を強化し観光客の誘致拡大を目指す。

市町村名 名護市

平成２５年度沖縄振興特別推進交付金事業（市町村分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

3－⑦ 　観光情報発信事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－（２）－イ

市場特性に対応した誘客活動の
展開

担当部課名



○委託事業者は公募型プロポーザル方式に選定しており、
妥当であったと考えている。
○成果物を確認し、適正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。

16,200 16,200 12,960 3,240

今後の取り組み方針

　次年度は春、夏の季節をＰＲするための観光映像を作成するとともに、今年度作成した宣伝ツールを活用したセールス活動（見本市出展、エージェントセール
ス）、市内のリゾートホテルを中心とした宿泊施設へリーフレットを設置し市街地への誘客を図る。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

　本市の実施した観光客へのアンケート調査で本市は観光地としての認知
度が低く観光情報の発信や宣伝活動の不足が大きな課題となっており、周
辺のリゾートホテルから市街地への観光客の引き込みが求められている。

　本市の持つ自然、文化、歴史などをテーマとした観光ＰＲ映像、ポスター、
リーフレットなど誘客観光宣伝を行うためのツール作成を行った。

名護市
16,200千円

株式会社シネマ沖縄

12,900千円

観光ＰＲ映像ＤＶＤの作成

委託費
16,200千円

観光ＰＲポスター作成
観光ＰＲリーフレット作成

株式会社若草印刷
3,300千円



( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

進
捗
状
況
説
明

　当該事業で実施した基礎調査、基本設計をもとに継続して地域とのワークショップや意見交換会を開催し、羽地内海が見渡せる絶景ス
ポットである嵐山地域を新たに観光エリアとして整備するための実施設計を作成する。

実　績

－
調査及び基本設

計の実施

【参考指標】
目　標

目標値
（　年度）

嵐山地域周辺整備に係る調査及び基本設
計の実施（嵐山地域基礎調査、事業効果の
検討（集客可能性調査）、整備コスト、ラン
ニングコストの検討、関連動向を踏まえた
基礎設計）

目　標 － －
調査及び
基本設計
の実施

実　績

達
成
状
況
説
明

　嵐山地域基礎調査、集客可能性調査（集客シュミレーション）、整備コスト及びランニングコストの検討、地域住民とのワーク
ショップ開催などを踏まえ、羽地内海が見渡せる絶景スポットである嵐山地域を新たに観光エリアとして整備するための基本
設計を策定した。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H25成果目標（指標）
基準値

（　年度）
24年度 25年度 26年度

目　標

実　績

目　標
調査及び基本
設計の実施

実　績
調査及び基本設計

の実施

予算の状況の説明
　当初計画していた基礎調査、集客可能性調査（集客シュミレーション）、整備コスト及びランニングコストの検討等の事
業内容は全て実施し、執行率についても問題はない。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H25活動目標（指標）

達成状況

24年度 25年度 26年度 27年度

嵐山地域周辺整備に係る調査及び基本設
計の実施（嵐山地域基礎調査、事業効果の
検討（集客可能性調査）、整備コスト、ラン
ニングコストの検討、関連動向を踏まえた
基礎設計）

執行率（％）(B/A) － 98.9%

次年度繰越額 － 0

うち交付金充当額 － 4,712

B．執行済額 － 5,890

A．計(b+d) － 5,956

(d)繰越額 －

(c)増減額(b-a) － 0

(b)予算現額 － 5,956

(a)当初予算額 － 5,956

実施方法  　 □直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」
ベース）

　24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

予
算
の
状
況

　産業部　商工観光課
事業実施

（予定）年度
平成25年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－１－（１）

事業内容
　羽地内海が見渡せる絶景スポットである嵐山地域を新たに観光エリアとして整備するにあたり、完成後の運営ランニングコスト、集客のシュミ
レーション等を調査し実効性の高い整備計画を作成する。

市町村名 名護市

平成２５年度沖縄振興特別推進交付金事業（市町村分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

3－⑧ 　嵐山地域周辺整備に係る調査事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－（２）－ウ

観光客の受入体制の整備

担当部課名



○委託事業者は公募型プロポーザル方式に選定しており、
妥当であったと考えている。
○業務委託報告書、基本設計書等の成果物を確認し、適正
であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。

5,890 5,890 4,712 1,178

今後の取り組み方針

　地域への雇用、経済効果や,地域（呉我区）での管理運営、施設を活用したお茶摘み体験など観光プログラム開発について検討するため、継続して地域との
ワークショップや意見交換会を開催した上で実施設計を作成する。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

　本市の景勝地となっている嵐山展望台はパイナップル畑、お茶畑などが広
がる場所に位置し羽地内海が見渡せる絶景スポットとして、団体ツアーや個
人客が多く訪れており、地域住民（呉我区）より嵐山展望台周辺へ飲食、売
店、公園などを観光整備し、雇用確保など地域活性化につなげたいとの要
望が市に寄せられていた。

　周辺のパイナップル畑、茶畑、展望台等を活用した総合的な観光地整備計
画を立てる。併せて運営ランニングコスト、近年の観光動向からみた集客の
シュミレーション等の結果を踏まえて、地域（呉我区）が主体となった施設の
運営管理体制や施設を活用した観光プログラムづくりに向けて、ソフト面でも
取り組む必要がある。

名護市
5,890千円

㈱沖縄まちづくり連合
㈲綜合設計コンサルタント
コンサルタント共同企業体

5,890千円
嵐山地域周辺整備に係る調査業務委託

委託費
5,890千円



( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

進
捗
状
況
説
明

　完了した実施設計に基づき、イベント対応天幕等の設置による市営市場の機能強化を実施し、中心市街地の「にぎわい」回復を図って
いく。

実　績

－ 1件

【参考指標】
目　標

目標値
（　年度）

整備工事に係る実施設計完了

目　標 － － 1件

実　績

達
成
状
況
説
明

　名護中心市街地の「にぎわい」回復に資するため、イベント対応天幕等の設置に係る実施設計業務を平成25年度で完了し
た。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H25成果目標（指標）
基準値

（　年度）
24年度 25年度 26年度

目　標

実　績

目　標 － 1件

実　績 － 1件

予算の状況の説明
　名護市営市場機能強化のため、イベント対応天幕、周辺商店街への連絡通路、大型モニター設置などの実施設計を
全て実施し、執行率についても問題はない。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H25活動目標（指標）

達成状況

24年度 25年度 26年度 27年度

実施設計

執行率（％）(B/A) － 92.2%

次年度繰越額 － 0

うち交付金充当額 － 4,053

B．執行済額 － 5,066

A．計(b+d) － 5,492

(d)繰越額 － 0

(c)増減額(b-a) － 0

(b)予算現額 － 5,492

(a)当初予算額 － 5,492

実施方法  　 □直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」
ベース）

　24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

予
算
の
状
況

　産業部　商工観光課
事業実施

（予定）年度
平成25～26年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－１－（１）

事業内容
　観光施設としての機能を強化することにより、名護中心市街地の「にぎわい」回復に資するため、イベント対応天幕、周辺商店街への連絡通
路、大型モニター等の整備を実施し、市営市場及び観光施策が抱える課題の解決を図る。

市町村名 名護市

平成２５年度沖縄振興特別推進交付金事業（市町村分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

3－⑩ 　名護市営市場機能強化整備事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第５章－３－（１）－イ

圏域の特色を生かした産業の振
興

担当部課名



〇建築実施設計業務については公募型プロポーザル形式での選
定によって契約した。
〇植栽実施設計業務については亜熱帯気候に適合した植栽設計
が必要になる為、豊富な専門技術や業務実績を持つ業者との随意
契約とした。
〇費目・使途については事業目的達成の観点から必要なものなの
か等について額の確定時において支出等に関する書類により確
認、適正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。

5,066 5,066 4,053 1,013

今後の取り組み方針

　実施設計の成果を基に、名護市営市場機能強化整備工事を実施する。工事を実施する際に、市場使用者へ再度説明を行い、工事がスムーズに実施できるよう
に配慮したい。現在、市営市場テナント会による集客イベント開催や周辺の商店街通り会によるトランジットモール開催など市街地活性化の機運が高まっており、
整備終了後には市民イベント開催や買い物客の憩いの場など市街地活成の拠点として活用していきたい。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

　名護市営市場入居者への事業説明会を３回開催し、スケジュール及び設
計概要等の説明を行った。また、イベント対応天幕等の設置箇所、設置方法
等に係る意見交換を行ったため、スムーズに設計業務を進めることができ
た。
　　今後、整備工事を実施する際に、工事の時期等、市場入居者への支障を
最小限に抑えるように配慮が必要である。

　名護市営得市場入居者の賛同を得たことによりスムーズに設計業務を行う
ことができた。
　今後、整備工事を実施する際に、再度市場入居者へ説明を実施し、スムー
ズに工事が実施できるよう配慮したい。

名護市
5,066千円

美音SpaceDesign
株式会社

4,021千円

実施設計（建築）に関する業務

委託費
5,066千円

実施設計（植栽）に関する業務一般財団法人
沖縄美ら島財団

1,045千円



( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

進
捗
状
況
説
明

　名護市でのWiFi化整備のために現在のネットワーク調査、構築手法等の基本計画の策定をおこなった。既設のNWを利用してWiFi化整
備をおこなうために必要な成果目標が達成されたため次年度以降でWiFiの整備を推進していく。

実　績

－
調査及び
計画策定

【参考指標】
目　標

目標値
（　年度）

WiFi化に係る調査及び計画策定（ネット
ワーク調査、構築手法等の基本計画の策
定）完了

目　標 － －
調査及び
計画策定

実　績

達
成
状
況
説
明

　名護市でのWiFi化整備のために現在のネットワーク調査、構築手法等の基本計画の策定をおこなった

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H25成果目標（指標）
基準値

（　年度）
24年度 25年度 26年度

目　標

実　績

目　標 －
調査及び
計画策定

実　績 －
調査及び
計画策定

予算の状況の説明
　iFi化に係る調査及び計画策定という当初計画していた事業内容は全て実施した。結果、活動目標、成果目標の達成状
況を鑑みて適正であったと考えている。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H25活動目標（指標）

達成状況

24年度 25年度 26年度 27年度

WiFi化に係る調査及び計画策定

執行率（％）(B/A) － 100.0%

次年度繰越額 － 0

うち交付金充当額 － 756

B．執行済額 － 945

A．計(b+d) － 945

(d)繰越額 －

(c)増減額(b-a) － 0

(b)予算現額 － 945

(a)当初予算額 － 945

実施方法  　 □直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」
ベース）

　24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

予
算
の
状
況

　総務部　人事行政課
事業実施

（予定）年度
平成25～28年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－１－（１）

事業内容
　名護市役所周辺に無料公衆無線LAN環境を構築し、名護市の情報配信など、ICTを利活用し、外国人を含む観光客等の来訪者への対応、ま
ちあるき観光等の情報発信を促進するモデル事業を実施する。

市町村名 名護市

平成２５年度沖縄振興特別推進交付金事業（市町村分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

3－⑪ 　名護市ICT利活用モデル事業「WiFi化計画」 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－（２）－ウ

観光客の受入体制の整備

担当部課名



○委託業者は、公募型プロポーザル方式により企業組織、
実績、企画内容等を勘案したうえで選定しており、妥当で
あったと考えている。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。

945 945 756 189 0

今後の取り組み方針

　ＷｉＦｉ整備エリアの検討や、利用する既設公共ネットワークのセキュリティや運用上の責任分解点を精査しながら、Ｈ２６年度より名護市のＷｉＦi整備に取り組ん
でいく。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

　名護市にWiFiを整備するうえで必要な既設公共ネットワークの調査、他地
域でのWiFi取組み、WiFi構成の検討、今後の展開の検討をおこなった。
　公共ネットワークの利用については、名護市イントラ、北部広域ネットワー
ク等あるが、セキュリティや運用上の責任分解点の精査の必要性があげら
れた

　既設のネットワークを利活用するので、セキュリティはもとより既存のネット
ワークである北部広域圏市町村事務組合が持つ北部広域ネットワーク、名
護市が持つ名護イントラと運用上の支障が出ないような設計及び、運用分担
やトラブル・障害発生時における各ネットワークの責任分解点を精査しながら
進めていく。

責任分解点とは…一般的には「電気通信事業者の回線同士を相互に接続す
る点のこと」。ここでは光ケーブルや接続する機器の所有者が複数となるの
で、その所有者間で責任を分ける点を設けることを指す。

名護市

945千円

トラストコミュニケーション
株式会社

945千円

名護市Wi-Fi化計画
策定業務

委託費

945千円



( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

進
捗
状
況
説
明

　基幹ケーブル張替えを実施したことにより、共同受信施設の受信障害が未然に防がれ、地域住民が災害時に必要な情報が取得でき
る環境が保たれる。

実　績

－ 0

【参考指標】
目　標

目標値
（　年度）

経年劣化によるケーブル断線の発生件数

目　標 － － 0

実　績

達
成
状
況
説
明

　当初、６施設すべての基幹ケーブル張替えを予定していたが、調査により２施設は張替えと同等の費用で無線化が可能で
あることがわかり、４施設を実施した。２施設については、今後、無線化改修の事業化に向けて取り組む。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H25成果目標（指標）
基準値

（　年度）
24年度 25年度 26年度

目　標

実　績

目　標 － ６施設

実　績 － ４施設

予算の状況の説明

　当初、６施設のケーブル耐用年数が過ぎていることから張替えを予定していたが、２施設については張替えと同等の費
用で無線化可能であることが分かったため、今後、事業化を検討することとした。結果、６施設から４施設の張替えとなっ
たが、予定よりも張替えが必要なケーブル等の数量が増加していたことから、それぞれの施設の改修費が増となったた
め、事業費の99%を執行した。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H25活動目標（指標）

達成状況

24年度 25年度 26年度 27年度

耐用年数が過ぎたケーブルの更新

執行率（％）(B/A) － 99.0%

次年度繰越額 － 0

うち交付金充当額 － 27,391

B．執行済額 － 34,239

A．計(b+d) － 34,568

(d)繰越額 －

(c)増減額(b-a) － ▲ 303

(b)予算現額 － 34,568

(a)当初予算額 － 34,871

実施方法  　 ■直接実施　　　　　□委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」
ベース）

　24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

予
算
の
状
況

　総務部　総務課
事業実施

（予定）年度
平成25年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－10－（２）

事業内容
　災害時に必要な情報が取得できるよう難視聴解消施設の耐用年数を過ぎたテレビケーブルを更新し、共同受信施設の受信障害を未然に防
ぐ。

市町村名 名護市

平成２５年度沖縄振興特別推進交付金事業（市町村分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

4－② 　テレビ共同受信施設ケーブル張替え事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－２－（４）－イ

災害に強い県土づくりと防災体
制の強化

担当部課名



〇業者は、指名競争入札により選定しており、妥当であっ
た。
○費目・使途については補助金の金額確定時において支出
等に関する書類の審査により確認を行っており、適正であっ
た。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。

34,239 34,239 27,391 6,848

今後の取り組み方針

　各協調組合が管理するテレビ共同受信施設の配線状況等について、毎年の状況を市で聞き取りし、把握することで、適切な維持管理に向けた指導等を行い、
共同受信施設の受信障害を未然に防ぐ。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

　テレビ共同受信施設設置後十数年が経過おり、設置当初とケーブル配線
の変更・増減があった。通常の維持管理を各地域の供聴組合で行っている
が、変更箇所の把握がなされていなかった。

　各協調組合で行っている通常の維持管理について、市も把握する必要が
ある。

名護市
34,239千円

修繕費
34,239千円

マスプロ電工株式会社
沖縄営業所

テレビ共同受信施設ケーブル張替え事

業

有限会社北部通信建設
23,258千円

沖縄オートメーション株式会
社

テレビ共同受信施設ケーブル張替え事

業

テレビ共同受信施設ケーブル張替え事
業



( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

進
捗
状
況
説
明

　企業招聘セミナーの実施により、18名（10社）の招聘企業（進出検討企業）の方々が名護を訪れた。その後フォローアップ等会社訪問を
行い、5社が名護市に進出検討中ということで、調整を進めているところである。（平成24年度参加企業も1社継続中）
　また、セミナー参加企業の進出により、直接雇用者数も増加をしているため、一定の成果が見られる。

2,500人

実　績 1,005人 1,042人

13人 18人

【参考指標】
　
平成30年度末の目標直接雇用者数
（金融・情報通信国際都市形成計画）

目　標 － － －

目標値
（30年度）

金融・情報通信関連企業の経営者等の招
致

目　標 － 15人 15人 －

実　績

達
成
状
況
説
明

　本市への更なる企業誘致・雇用創出の実現に向け、名護市の取組等の紹介、既に立地している企業との意見交換会を目
的とした企業招聘セミナーを開催した。
　また、沖縄県東京事務所と連携し、沖縄県への進出を検討している企業の情報を適宜入手するとともに、東京や大阪で行
われる企業誘致セミナーで情報発信をした結果、昨年度を上回る実績を達成することができた。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H25成果目標（指標）
基準値

（　年度）
24年度 25年度 26年度

目　標

実　績

目　標 15人 15人

実　績 13人 18人

予算の状況の説明
　当初計画していた企業招聘セミナーなどの広報イベント・誘致活動を予算内で全て実施しでき、活動目標である金融・
情報通信関連企業の経営者等の招致も目標値以上の成果を得ているため、適正であったと考えている。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H25活動目標（指標）

達成状況

24年度 25年度 26年度 27年度

金融・情報通信関連企業の経営者等の招
致

執行率（％）(B/A) 86.0% 98.0%

次年度繰越額 0 0

うち交付金充当額 3,906 4,421

B．執行済額 4,882 5,526

A．計(b+d) 5,677 5,637

(d)繰越額 －

(c)増減額(b-a) 0 0

(b)予算現額 5,677 5,637

(a)当初予算額 5,677 5,637

実施方法  　 □直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」
ベース）

　24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

予
算
の
状
況

　企画部　金融・情報特区推進室
事業実施

（予定）年度
平成24～26年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－12－（３）

事業内容
　金融・情報通信関連企業の立地による雇用創出や定住人口増加の基盤となるまちづくりや人材育成・就労支援等を効果的に推進するため、企
業招聘セミナーなどの広報イベント・誘致活動を実施し、金融・情報関連企業の誘致を促進する。

市町村名 名護市

平成２５年度沖縄振興特別推進交付金事業（市町村分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

6－① 　金融・情報特区企業招聘セミナー等広報イベント事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第５章－３－（１）－イ

圏域の特色を生かした産業の振
興

担当部課名



○当事業は、企業誘致活動の実績や進出企業との連携が
必要であり、当事業の内容に精通かつ実績のある者と随意
契約を行った。また、委託費の費目・使途についても、報告
を受け、事業実施に必要な経費であることを確認した。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。

5,526 5,526 4,421 1,105

今後の取り組み方針

　平成26年度も継続して、金融・情報通信関連企業の集積を図るため、県外企業の経営者又は担当者に本市を訪問してもらい、本市の取り組み、立地環境、既
存の立地企業との意見交換等の情報提供の場を設け、本市の魅力をＰＲし、企業の進出を積極的に促していく。
　また、平成26年度より新たに「経済金融活性化特区」に本市が指定され、多くの企業が進出の検討をすることが想定されることから、より確度の高い企業を選定
できるよう、沖縄県と連携し、企業との折衝を行っていく。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

　平成24年度は実績値が目標値に達さなかったため、沖縄県東京事務所と
連携し、沖縄県進出を検討している企業情報を入手し、誘致活動を実施した
結果、今年度は目標値以上の実績を達成することができた。
　また、当セミナーに参加した企業のうち、8社が満足しているとアンケートで
回答をしている。

　企業アンケートの結果、より多くの既存の立地企業との意見交換を求める
声が多かったため、工程を工夫し、名護市全体の紹介からより企業が入居す
る施設や立地している企業にスポットを当て、より具体的な進出のイメージを
掴めるように時間配分、視察内容を改善し、満足度の高いセミナーとしたい。

名護市

5,526千円

特定非営利活動法人ＮＤＡ

5,526千円

企業招聘セミナー等広報
イベントに係る委託業務

委託費

5,526千円



( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

進
捗
状
況
説
明

　当該事業で得られた成果を基に、産業団地の開発等を検討し、就業率向上に向けた企業誘致を促進する。

実　績

－ １式

【参考指標】
目　標

目標値
（　年度）

企業立地戦略の策定
(整備手法・助成制度・誘致活動手法等の
基本方針の策定）

目　標 － － １式

実　績

達
成
状
況
説
明

　当初の目標どおり、企業に対するアンケート調査及びヒアリング調査、産業団地の選定、開発計画等の企業立地戦略の策
定を完了した。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H25成果目標（指標）
基準値

（　年度）
24年度 25年度 26年度

目　標

実　績

目　標 － １件

実　績 － １件

予算の状況の説明
　当初計画どおり、企業に対するアンケート調査及びヒアリング調査、産業団地の選定、開発計画等の企業立地戦略、
企業立地戦略策定を実施し、執行率についても問題はない。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H25活動目標（指標）

達成状況

24年度 25年度 26年度 27年度

企業立地戦略の策定
(整備手法・助成制度・誘致活動手法等の
基本方針の策定）

執行率（％）(B/A) － 98.8%

次年度繰越額 － 0

うち交付金充当額 － 7,498

B．執行済額 － 9,372

A．計(b+d) － 9,484

(d)繰越額 － 0

(c)増減額(b-a) － 0

(b)予算現額 － 9,484

(a)当初予算額 － 9,484

実施方法  　 □直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」
ベース）

　24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

予
算
の
状
況

　産業部　商工観光課
事業実施

（予定）年度
平成25年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－12－（３）

事業内容
　就業率向上に向けた企業誘致を促進するため、屋部地区工場適地の条件分析及び市内・県内等の企業立地条件整理を行い、企業誘致活動
プログラムを策定する。

市町村名 名護市

平成２５年度沖縄振興特別推進交付金事業（市町村分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

6－② 　企業立地戦略策定事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－（10）－ア

雇用機会の創出・拡大と求職者
支援

担当部課名



〇公募型プロポーザル形式の選定によって契約した。
〇費目・使途については事業目的達成の観点から必要なも
のなのか等について額の確定時において支出等に関する書
類により確認、適正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。

9,372 9,372 7,498 1,874

今後の取り組み方針

　策定した企業立地戦略を基に、産業団地の開発検討及び企業の受入れ窓口の強化等を検討し、就業率向上に向けた企業誘致活動を促進していく。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

　企業へアンケート調査及びヒアリング調査を行うことができ、それに基づ
き、全国及び県内の企業立地状況を踏まえた企業立地戦略を策定すること
が出来た。
　今後、産業団地の開発検討及び企業誘致活動の促進が必要である。

　今後、企業誘致を進めていく上で、企業誘致に関するワンストップ部署の設
置や産業団地の開発等を検討し、名護市への企業立地のハードルを解消で
きるように検討する。

名護市
9,372千円

名護市企業立地戦略策定業務
共同事業体

一般財団法人 日本立地セン
ター

（株）沖縄まちづくり連合

9,372千円

名護市企業立地戦略策定業務
委託費

9,372千円



( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

進
捗
状
況
説
明

　通信回線地中化の実施により台風等の自然災害時においても安定した通信環境が維持でき、企業の業務継続性が保たれる。
　また、当初想定していたルートより維持管理がしやすいルートに変更をした結果、地中管路の距離が短くなり、より経済的になった。

2,500人

実　績 1,005人 1,049人

－ Ｌ＝750ｍ

【参考指標】
　
　平成30年度末の目標直接雇用者数
　（金融・情報通信国際都市形成計画）

目　標 － － －

目標値
（30年度）

名護市マルチメディア館
みらい１号館
みらい２号館
みらい３号館
の計４施設について、通信回線の地中化を実
施。

目　標 － － Ｌ＝約800ｍ Ｌ＝2000ｍ

実　績

達
成
状
況
説
明

　国道329号線情報BOXから名護市マルチメディア館、みらい１号館、みらい２号館、みらい３号館の計４施設について、通信
回線の地中化を実施した。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H25成果目標（指標）
基準値

（　年度）
24年度 25年度 26年度

目　標

実　績

目　標 － 地中化の実施

実　績 － 地中化の実施

予算の状況の説明
　当初計画していた国道329号線からみらい3号館まで光ケーブルを地中化するという事業計画は全て実施でき、活動目
標、成果目標の達成状況を鑑みて適正であったと考えている。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H25活動目標（指標）

達成状況

24年度 25年度 26年度 27年度

名護市マルチメディア館
みらい１号館
みらい２号館
みらい３号館
の計４施設について、通信回線の地中化を
実施。

執行率（％）(B/A) － 96.2%

次年度繰越額 － 0

うち交付金充当額 － 41,615

B．執行済額 － 52,018

A．計(b+d) － 54,089

(d)繰越額 －

(c)増減額(b-a) － 0

(b)予算現額 － 54,089

(a)当初予算額 － 54,089

実施方法  　 □直接実施　　　　　□委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」
ベース）

　24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

予
算
の
状
況

　企画部　金融・情報特区推進室
事業実施

（予定）年度
平成25年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－12－（３）

事業内容
　台風等の自然災害時においても安定した通信環境を維持するため、国道３２９号線の情報ボックスから名護市マルチメディア館、みらい1号
館、みらい2号館、みらい3号館までの光ファイバの地中管路による接続を実施し（光ファイバの地中化）、企業の事業継続に寄与する。

市町村名 名護市

平成２５年度沖縄振興特別推進交付金事業（市町村分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

6－③ 　豊原地区光ケーブル地中化事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第５章－３－（１）－イ

圏域の特色を生かした産業の振
興

担当部課名



〇補助事業先をプロポーザルにて選定を行い、提案内容・
費用の面から評価を行い、当該事業を実施するに適した者
を選定している。実績報告及び成果物である地下管路を検
収した結果、適正に行われていることを確認している。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。

52,018 52,018 41,615 10,403

今後の取り組み方針

　・平成26年度中にNTTおよびOTNETの民間キャリアの地中化を実施する。
　・みらい3号館からみらい4号館の地下管路化、また新たに建設する予定であるみらい5号館の開館に向け、マルチメディア館及びみらい1号館からみらい5号館
　　への地中化に取り組んでいく。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

　NTTおよびOTNETの民間キャリアは、事業完了後のH26年度中の光ケーブ
ルの入線を行う計画となっているが、早期に入線をした方が、災害等の避難
回避が早くから可能となるため、H26年度の早い時期に入線をするように働
きかけをしたい。

　現在計画しているみらい5号館は、付設する道路の整備に合わせて、地下
管路を設置し、施設の供用開始とともに、地下管路化することが、企業誘致
のインセンティブにもなることから、早期に計画をしたい。

名護市
52,018千円

NTT西日本
51,975千円

光ケーブル地中化に
係る補助金

補助金
51,975千円

光ケーブル地中化に
係る需用費

需用費
43千円



( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )2,500人

実　績 1,005人 1,049人

【参考指標】
　
平成30年度末の目標直接雇用者数
（金融・情報通信国際都市形成計画）

目　標 － － －

－

実　績 －
機能強化実施

6件

・名護市マルチメディア館改修
　就業者数に対し適切なトイレの設置数：14
器（基準値：H24：12器）
　入退室システムの設置によるFISCセキュ
リティ基準のクリア
　駐車場増設による駐車台数：417台
　（基準値：H24：217台）
・みらい1号館改修
　ブース分割による入居可能企業数：10社
　（基準値：H24：1社）
・マルチメディア館、みらい１号館、みらい3
号館のUPS設備設置実施設計
・キャリア教育用パンフ・DVD作成
　市内学生（小学校高学年・中学生・高校
生）へのパンフレットの配布：約6,000名
　キャリア教育講座の実施：26校（小中高）
・人材育成講座に使用するPC購入

目　標 － －
機能強化
実施6件

達
成
状
況
説
明

　施設の機能強化として、無停電装置設置実施設計、入退室システム設置、トイレ・シャワー室の改修工事、倉庫設置、駐車
場増設、ＰＣ購入、ブース分割を行った。
　また、地域の若年者及び求職者の就職促進に向けたキャリア教育用パンフレット及びDVDの作成を行った。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H25成果目標（指標）
基準値

（　年度）
24年度 25年度 26年度

目標値
（30年度）

目　標 －
機能強化実施

6件

実　績 －
機能強化実施

6件

予算の状況の説明
　当初計画していた機能強化に係る６事業の内容は成果目標にある目標値において実施ができた。そのため、活動目
標、成果目標の達成状況を鑑みて適正であったと考えている。
　不要額が15,132千円発生しているが、工事費等の入札残による減である。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H25活動目標（指標）

達成状況

24年度 25年度 26年度 27年度

・名護市マルチメディア館改修
・名護市マルチメディア館駐車場増設
・みらい1号館改修
・マルチメディア館、みらい１号館、みらい3
号館のUPS設備設置実施設計
・キャリア教育用パンフ・DVD作成
・人材育成講座に使用するPC購入

執行率（％）(B/A) － 86.3%

次年度繰越額 － 0

うち交付金充当額 － 76,376

B．執行済額 － 95,470

A．計(b+d) － 110,602

(d)繰越額 －

(c)増減額(b-a) － 0

(b)予算現額 － 110,602

(a)当初予算額 － 110,602

実施方法  　 ■直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」
ベース）

　24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

予
算
の
状
況

　企画部　金融・情報特区推進室
事業実施

（予定）年度
平成25～26年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－12－（３）

事業内容
　雇用拡大による産業振興及び地域活性化を図るため、既存の基盤施設の機能強化（無停電装置設置、入退室システム設置、トイレ・シャワー
室の改修工事、倉庫設置、駐車場増設、ＰＣ購入、ブース分割）を実施するとともに、キャリア教育向けパンフレット及び広報ＤＶＤを作成する。

市町村名 名護市

平成２５年度沖縄振興特別推進交付金事業（市町村分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

6－④ 　金融・ＩＴ産業等基盤施設等機能強化事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第５章－３－（１）－イ

圏域の特色を生かした産業の振
興

担当部課名



〇基本的に指名競争入札により請負業者等を選定した。
〇既存の設備と密接な関係のあるものに関しては随意契約
を行っている。
〇事業完了後に検査・検収を行い、適正に実行されているこ
とを確認している。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。

95,470 95,470 76,376 19,094

今後の取り組み方針

　進出を検討している企業が、他の類似施設と比較し、従業員が就業しやすい魅力ある施設とすることが、企業誘致の際のインセンティブとなる。また、就業しや
すい環境を整備することは既存の立地企業の定着化に繋がり、更なる雇用の創出が期待できる。
　今回の機能強化及び、H26.4月に新たに経済金融活性化特別地区に名護市が指定されたことから、より多くの進出検討企業や立地企業の業務拡大等が見込ま
れる。そのため、企業誘致による更なる進出企業の増加に合わせ、一定水準の求職者を供給していく必要性が出てくるため、小中高校生及び大学生を対象とし
たキャリア教育の実施、一般求職者を対象としたパソコン講座を初めとする人材育成講座の実施をし、安定した人材供給を行う。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

進
捗
状
況
説
明

既存の基盤施設の機能強化を実施したことにより、雇用拡大による産業振興及び地域活性化を促進する。
①名護市マルチメディア館改修：
・トイレ14器を設置・・・金融・ＩＴ関連企業は女性の多い職場であるため、老朽化したトイレをリニューアルすることにより、女性用トイレが増加し、女性従
業員が利用しやすい施設となった。また、新規進出する企業も労働環境を重視するため、女性の利用しやすいトイレは誘致の際のインセンティブとする
ことができる。。
・入退室システムの設置・・・金融・ＩＴ関連企業の施設の指標となるＦＩＳＣの基準をクリアすることになり、企業誘致のインセンティブとなる。
・倉庫設置・・・企業や求職者向けの什器を保管する場所ができ、企業が臨時で使用する会議用テーブル等の保管が可能となり、企業向サービスの向
上に繋がる。
②駐車場増設・・・従業員１名に1台分の駐車スペースを用意することにより、中南部の同様施設と差別化ができ、企業誘致のインセンティブとなる。
③みらい1号館改修・・・ブース分割により、7社が入居可能とした。
④マルチメディア館、みらい１号館、みらい3号館のUPS設備設置実施設計・・・次年度以降UPSを設置することにより、金融・ＩＴ関連企業の施設の指標
となるＦＩＳＣの基準をクリアすることになり、企業誘致のインセンティブとなる。
⑤キャリア教育用パンフ・DVD作成・・・立地企業の業務拡大及び新規進出企業の名護市進出の際、企業の求める人材を安定供給できることが、企業
より求められてくる。そのため、一般求職者の人材育成だけではなく、小中学校時からのキャリア教育により、金融・IT関連産業が地域の産業であるこ
とを認識し、学んでいくことが重要となってくる。その為、パンフレット及びDVDの作成により、地域の小中学校で金融・ＩＴ関連産業に関するキャリア教育
を実施する環境を整えていくことは、将来の人材輩出に繋がる。
⑥人材育成講座に使用するPCを購入・・・求職者向け人材育成講座、立地企業社内研修等で使用するパソコン教室のパソコンを整備し、金融・情報通
信関連企業への就職に向けた講座の実施を行う。

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

　機能強化の内容は、行政と指定管理者及び立地企業の代表との連絡会議
で度々要望が上がっている内容について、整備可能なものを対応をしてい
る。
　今後も連絡会議を継続して行い企業の要望を聞く機会を作ってほしいとの
要望があるため、今回の機能改善後も継続して企業が就業しやすい環境つ
くりをしていく必要がある。。

　既存の施設の改修・修繕は施設更新中長期計画に基づき行っているが、
企業から計画にない設備の整備について要望が出た場合は、雇用拡大によ
る産業振興及び地域活性化の促進に向けて必要な設備かどうか検討すると
ともに、必要な場合は整備をする必要性がある。

名護市

95,470千円

委託費

12,684 千円

需用費

45千円

株式会社アスティークプランニング

2,551 千円

消耗品費

名護市マルチメディア館外構改修実施設計委託業務

有限会社環境空間

6,143千円 特区施設UPS設備設置実施設計委託業務

昭和株式会社 沖縄支社

3,990 千円
キャリア教育パンフレット等作成委託業務

工事請負費

78,804千円
沖縄菱電ビルシステム株式会社

16,065千円
名護市マルチメディア館入退室システム設置工事

有限会社 北部電水工業

9,807千円

名護市マルチメディア館外構改修工事

有限会社 くくる

名護市マルチメディア館トイレ改修工事

株式会社 はーとほーむ産業

17,123千円

名護市マルチメディア館１階倉庫設置工事

有限会社 三興建設工業

6,699千円

みらい１号館改修工事（その１）

備品購入費

3,937千円

サン電通エンジニアリング株式会社

北部影響所

3,937千円

みらい１号館改修工事（その２）

株式会社 かない

28,244千円

名護市マルチメディア館パソコン教室物品購入

（ノートパソコン31台、レーザープリンタ１台）



( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

進
捗
状
況
説
明

　養鶏場跡地利用計画について、早期に地域・立地企業・研究機関・学校機関・商工会に説明会を実施することが可能となった。
　道路事業及びみらい5号館建築事業の北部連携事業による事業化について、早期に調整開始が可能となった。

2,500人

実　績 1,005人 1,049人

－ 4計画

【参考指標】
　
平成30年度末の目標直接雇用者数
（金融・情報通信国際都市形成計画

目　標 － － －

目標値
（　30年度）

・養鶏場跡地利用計画策定
・館内道路概略設計
・みらい5号館概略設計
・みらい5号館造成基本設計

目　標 － － 4計画

実　績

達
成
状
況
説
明

　養鶏場跡地利用計画、道路概略設計、みらい5号館概略設計、みらい5号館造成設計について実施した。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H25成果目標（指標）
基準値

（　年度）
24年度 25年度 26年度

目　標

実　績

目　標 － 4計画

実　績 － 4計画

予算の状況の説明
　当初計画していた養鶏場跡地利用計画、道路概略設計、みらい5号館概略設計、みらい5号館造成設計の業務を全て
実施できた。
そのため、活動目標、成果目標の達成状況を鑑みて適正であったと考えている。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H25活動目標（指標）

達成状況

24年度 25年度 26年度 27年度

・養鶏場跡地利用計画策定
・館内道路概略設計
・みらい5号館概略設計
・みらい5号館造成基本設計

執行率（％）(B/A) － 99.7%

次年度繰越額 － 0

うち交付金充当額 － 20,781

B．執行済額 － 25,977

A．計(b+d) － 26,050

(d)繰越額 －

(c)増減額(b-a) － 0

(b)予算現額 － 26,050

(a)当初予算額 － 26,050

実施方法  　 ■直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」
ベース）

　24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

予
算
の
状
況

　企画部　金融・情報特区推進室
事業実施

（予定）年度
平成25年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－12－（３）

事業内容
　更なる企業誘致、安定した就業の場の確保のため、金融・情報特区に相応しい就業施設の更なる充実を図る必要性がある。そのため、移転の
計画がある養鶏場跡地について地域の活性化を実現するための計画づくりを実施する

市町村名 名護市

平成２５年度沖縄振興特別推進交付金事業（市町村分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

6－⑤ 　豊原地区養鶏場跡地利用整備計画策定事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第５章－３－（１）－イ

圏域の特色を生かした産業の振
興

担当部課名



〇プロポーザル方式にて委託業者の選定を行っている。
成果品及び実施内容を検収した結果、適切に行われている
ことを確認している。
〇成果品も北部連携事業の調整にすぐ利用できる内容で作
成されており、事業化がスムーズになると考えられる。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。

25,977 25,977 20,781 5,196

今後の取り組み方針

沖縄北部連携促進特別振興事業を活用し、当該事業で計画した基本設計を基に事業調整を行い、採択を受ける。
継続してエリアマネジメント会議（四半期に1回程度）を行い、みらい館の実施設計に反映させるとともに、他の計画の早期実施を図る。

H26年度：みらい5号館造成実施設計、エリアマネジメント会議の実施
H27年度：みらい5号館造成工事、建築実施設計、エリアマネジメント会議の実施
H28年度：みらい5号館建築工事、外構工事、エリアマネジメント会議の実施

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

　跡地利用には、行政、地域、企業等が参画して、今後も継続してエリアマネ
ジメントを行っていく必要性があるとの要望が多くの企業が出されている。

平成25年度は2回実施をしたが、平成26年度は四半期毎にエリアマネジメン
ト会議の開催が要望されているため、継続して会議を実施し、みらい館以外
の計画の早期実施が必要である。

　今回策定した基本設計を基に実施設計を行っていくことから、実施設計を
行う際にも、関係者の再確認及び要望のヒアリングを行い、実施設計に反映
させ、よりよい施設整備に繋げる。

名護市

25,977千円

(株)昭和・(株)アスティークプラン
ニングＪＶ

25,935千円

跡地利用計画策定に
係る委託料

委託費

25,935千円

需用費

消耗品

42千円

跡地利用計画策定に
係る消耗品費
（42,105円）



( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

進
捗
状
況
説
明

　平成25年度に実施した建築設計により、平成26年度に建築工事が実施することが可能となった。

実　績

－
建築設計及び土
質調査の実施

【参考指標】
目　標

目標値
（　年度）

建築設計及び土質調査の実施

目　標 －
建築設計及
び土質調査

の実施

実　績

達
成
状
況
説
明

　平成25年12月から平成26年1月にかけて土質調査を実施し、平成25年9月から平成26年3月にかけて建築設計業務を実施
した。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H25成果目標（指標）
基準値

（　年度）
24年度 25年度 26年度

目　標

実　績

目　標 －
建築設計及び土
質調査の実施

実　績 －
建築設計及び

土質調査の実施

予算の状況の説明 　当初計画していた施設整備に係る土質調査及び建築設計は全て実施し、執行率についても問題はない。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H25活動目標（指標）

達成状況

24年度 25年度 26年度 27年度

建築設計及び土質調査の実施

執行率（％）(B/A) － 100.0%

次年度繰越額 － 0

うち交付金充当額 － 11,469

B．執行済額 － 14,336

A．計(b+d) － 14,337

(d)繰越額 －

(c)増減額(b-a) － ▲ 1,400

(b)予算現額 － 14,337

(a)当初予算額 － 15,737

実施方法  　 ■直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」
ベース）

　24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

予
算
の
状
況

　教育委員会　社会教育課
事業実施

（予定）年度
平成25～26年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－12－（３）

事業内容
　近年盛んな沖縄観光の目玉である「芸能」や「食」の発信・交流の拠点になるとともに、エイサー等の練習や特産品開発など、地域の産業・文
化・生活を活性化・再生する拠点となる施設を整備する。

市町村名 名護市

平成２５年度沖縄振興特別推進交付金事業（市町村分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

7 　名護市地域力発信交流拠点施設整備事業（運天原） 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－２－（７）－イ

交流と共創による農山漁村の活
性化

担当部課名



○委託事業者は指名競争入札により決定しており、妥当だと
考えている。
〇費目・使途については事業目的達成の観点から必要なも
のなのか等について額の確定時において支出等に関する書
類により確認、適正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。

14,336 14,336 11,469 2,867

今後の取り組み方針

　平成25年度に行った実施設計を基に、周辺の安全に配慮し建設業務を実施する。施設整備後は、交流拠点施設として地域の活性化に資するよう活用していく。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

　施設整備に向けて設計業務をおこなった。特に変更等は生じていないが、
ゲートボール場が近接しているため、建設業務の際には注意が必要である。
　また、施設完成後に運営を行う運天原区とも連携を密にし整備を進める必
要がある。

　安全に十分に気をつけ、建設業務を行う。特に重機等が作業する際には、
近接するゲートボール場の立ち入りを制限する必要がある。
　整備後の活用を踏まえ、運天原区との調整を進める。

名護市
14,336千円

(有)綜合設計コンサルタン
ト

2,338千円

地域力発信交流拠点施設
（運天原）土質調査委託業

委託費
14,308千円

地域力発信交流拠点施設
（運天原）設計委託業務

大嶺建築設計
11,970千円

役務費
28千円

沖縄県
28千円

建築確認申請手数料


